
Ⅳ　その他状況

１．男女平等意識について

付表Ⅳ－１－１　男女の地位の平等感＜家庭生活＞

（単位：％）

男性の方が非
常に優遇され

ている

どちらかといえ
ば男性の方が
優遇されてい

る

平等
どちらかといえ
ば女性の方が

優遇

女性の方が非
常に優遇され

ている
わからない

東京都
(n=170)

7.6 28.8 52.9 8.2 1.2 1.2

全国
(n=3,033)

8.5 34.7 47.0 6.1 1.3 2.3

付表Ⅳ－１－２　男女の地位の平等感＜職場＞

（単位：％）

男性の方が非
常に優遇され

ている

どちらかといえ
ば男性の方が
優遇されてい

る

平等
どちらかといえ
ば女性の方が

優遇

女性の方が非
常に優遇され

ている
わからない

東京都
(n=170)

11.2 52.9 22.4 7.6 0.6 5.3

全国
(n=3,033)

15.6 42.1 28.5 4.2 0.5 9.2

付表Ⅳ－１－３　男女の地位の平等感＜社会全体＞

（単位：％）

男性の方が非
常に優遇され

ている

どちらかといえ
ば男性の方が
優遇されてい

る

平等
どちらかといえ
ば女性の方が

優遇

女性の方が非
常に優遇され

ている
わからない

東京都
(n=170)

7.1 64.1 18.8 7.1 1.2 1.8

全国
(n=3,033)

10.8 59.1 24.6 3.4 0.4 1.8

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査（平成24年度）」
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２．育児に関する両立支援制度の導入状況

(単位：％)

5～29人

30～99人

100～499人

500人以上

30人以上（再掲）

(単位：％)

短時間勤
務制度

所定外労
働の免除

始業・終業
時刻の繰
上げ・繰下

げ

育児の場
合に利用
できるフ

レックスタイ
ム制度

育児に要
する経費
の援助措

置

育児休業
に準ずる

措置

事業所内
保育施設

58.4 54.9 32.9 13.2 11.3 4.4 2.6

5～29人 52.9 49.3 30.7 12.6 10.6 3.6 2.2

30～99人 78.4 75.8 41.1 14.4 13.3 6.4 3.9

100～499人 93.7 89.5 46.1 20.5 15.4 11.8 5.8

500人以上 97.5 91.7 53.3 25.5 34.2 29.3 18.7

30人以上（再掲） 81.7 78.8 42.3 15.8 14.1 7.8 4.5

注1：岩手県、宮城県及び福島県は除く。
注2：制度の内容の割合は、制度なしを含めた全事業所に対する割合である。

資料：厚生労働省「平成24年度雇用均等基本調査（事業所調査）」

総　数

事
業
所
規
模
別

0.1

94.2 5.3 0.5

＜制度の内容＞

総　数 72.4 27.2 0.3

事
業
所
規
模
別

67.3 32.4 0.3

93.0 6.4 0.6

98.4 1.5 0.2

99.9 -

付表Ⅳ－２－１　育児に関する両立支援制度の導入状況（全国）

＜導入状況＞

制度あり 制度なし 不明
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３．育児休業の取得とその後の働き方について望ましいもの

（単位：％）

長期の育児休業を取得し、子育てが落ち着いてから職場復帰する 32.7

できる限り育児休業期間を短くして早めに職場復帰し、短時間勤務等、両立支援制
度を使いながら働く

29.8

短期の育児休業を取得した後、休業前と同様に働く 11.6

産前産後休暇のみを取得し育児休業は取得せず、両立支援制度を使いながら働く 1.7

育児の期間はいったん退職し、再雇用制度などを利用し時機を見て復帰する 9.2

その他 10.3

無回答 4.6

資料：東京都産業労働局「平成24年度東京都男女雇用平等参画状況調査」

付表Ⅳ－３－１　従業員の育児休業取得とその後の働き方について望ましいもの（都）
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４．結婚・出産前後の妻（母親）の就業変化

（単位：％）

育児休業
利用

育児休業
利用なし

24.0 5.7 18.3 37.4 35.5 3.1

24.4 8.1 16.3 37.7 34.6 3.4

24.2 11.2 13.0 39.3 32.8 3.8

26.8 14.8 11.9 40.6 28.5 4.1

26.8 17.1 9.7 43.9 24.1 5.2

24.5 4.9 19.6 5.4 67.5 2.6

22.5 8.4 14.0 6.8 68.3 2.5

25.2 10.9 14.3 6.5 65.0 3.3

26.3 14.7 11.7 9.9 61.7 2.2

30.7 6.4 24.3 5.7 59.6 3.9

28.9 7.0 21.8 8.1 59.3 3.8

28.8 10.4 18.4 8.0 59.8 3.4

37.6 12.9 24.7 7.7 52.4 2.2

付表Ⅳ－４－１　子の出生年別出産前後の妻の就業変化（第1子）（全国）

就業継続 出産退職
妊娠前から

無職
不詳

第
1
子
出
産

1985～89年

1990～94年

1995～99年

2000～04年

2005～09年

注：対象は初婚どうしの夫婦。第1子は第12回～第14回調査の当該児が1歳以上15歳未満の夫婦を合わせて集計。第2
子、第3子については第13回～第14回調査の当該児が1歳以上15歳未満の夫婦を合わせて集計

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査　結婚と出産に関する全国調査（夫婦調査）」
（平成22年）

第
2
子
出
産

1990～94年

1995～99年

2000～04年

2005～09年

第
3
子
出
産

1990～94年

1995～99年

2000～04年

2005～09年
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５．男性の家事、子育て、介護、地域活動への参加

(単位：％)

総数 男性 女性

男性が家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感
をなくすこと

55.9 49.8 61.3

男性が家事などに参加することに対する女性の抵抗感をな
くすこと

27.5 23.5 31.0

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること 66.7 62.7 70.2

年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等についての当
事者の考え方を尊重すること

41.7 37.2 45.8

社会の中で、男性による家事、子育て、介護、地域活動に
ついても、その評価を高めること

48.6 44.8 52.1

労働時間短縮や休暇制度を普及することで、仕事以外の時
間をより多く持てるようにすること

48.4 48.7 48.2

男性が家事、子育て、介護、地域活動に関心を高めるよう
啓発や情報提供を行うこと

36.1 33.3 38.7

国や地方自治体などの研修等により、男性の家事や子育
て、介護等の技能を高めること

25.5 24.0 26.8

男性が子育てや介護、地域活動を行うための、仲間（ネット
ワーク）作りをすすめること

34.2 32.1 36.0

家庭や地域活動と仕事の両立などの問題について、男性
が相談しやすい窓口を設けること

33.5 30.5 36.2

その他 1.1 1.1 1.1

特に必要なことはない 5.3 5.3 5.4

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成24年）

付表Ⅳ－５－１　男性が家事、子育て、介護、地域活動に参加するために必要なこと（全国）
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６．各種メディアにおける女性の割合（新聞・通信社等、民間放送、日本放送協会）

（単位：％）

全従業員に占める
女性の割合

記者総数に占める
女性記者の割合

昭和50(1970)年 8.8
昭和55(1980)年 8.1
昭和60(1985)年 6.2
平成元(1989)年 7.1
平成4(1992)年 8.5 6.9
平成7(1995)年 9.0 8.1
平成11(1999)年 9.9 10.2
平成12(2000)年 9.9 10.2
平成13(2001)年 10.0 10.6
平成14(2002)年 10.4 11.4
平成15(2003)年 10.8 11.5
平成16(2004)年 11.0 11.7
平成17(2005)年 11.4 12.0
平成18(2006)年 11.9 12.7
平成19(2007)年 12.5 13.8
平成20(2008)年 13.4 14.7
平成21(2009)年 13.8 14.8
平成22(2010)年 14.4 15.6
平成23(2011)年 14.9 15.9
平成24(2012)年 15.3 16.5

（単位：％）

全従業員に占める
女性の割合

全役付従業員に
占める女性の割合

全従業員に占める
女性の割合

全管理職・専門職に
占める女性の割合

昭和50(1970)年 16.9 6.2
昭和55(1980)年 17.0 6.4
昭和60(1985)年 17.1 2.1 6.1
平成2(1990)年 18.5 2.7 5.9 1.3
平成7(1995)年 20.2 4.0 7.9 1.7
平成11(1999)年 20.7 6.6 8.7 2.1
平成12(2000)年 20.7 6.8 9.1 2.4
平成13(2001)年 20.9 7.7 9.5 2.6
平成14(2002)年 20.8 7.9 10.0 2.7
平成15(2003)年 20.5 7.9 10.5 2.9
平成16(2004)年 20.7 8.5 10.7 2.9
平成17(2005)年 21.0 9.2 11.3 2.7
平成18(2006)年 21.0 9.7 11.5 2.9
平成19(2007)年 21.1 10.5 11.6 2.8
平成20(2008)年 21.2 10.5 11.9 3.2
平成21(2009)年 21.5 10.8 12.9 3.5
平成22(2010)年 21.2 11.6 13.6 3.8
平成23(2011)年 21.1 12.2 14.2 4.3
平成24(2012)年 20.8 12.2 14.5 4.4

資料：内閣府「平成25年版男女共同参画白書」

付表Ⅳ－６－１　各種メディアにおける女性の割合（全国）

＜新聞・通信社等＞

＜民間放送、日本放送協会＞

民間放送 日本放送協会
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７．「女性が活躍できる仕事・職場環境」として必要なこと

 

総数 女性 男性

回答数 219 74 145

構成比（％） 100.0 100.0 100.0

回答数 110 36 74

構成比（％） 50.2 48.6 51.0

回答数 145 51 94

構成比（％） 66.2 68.9 64.8

回答数 159 54 105

構成比（％） 72.6 73.0 72.4

回答数 115 42 73

構成比（％） 52.5 56.8 50.3

回答数 71 20 51

構成比（％） 32.4 27.0 35.2

回答数 113 43 70

構成比（％） 51.6 58.1 48.3

回答数 90 38 52

構成比（％） 41.1 51.4 35.9

回答数 28 8 20

構成比（％） 12.8 10.8 13.8

資料： 内閣府大臣官房政府広報室　平成24年度国政モニター　若者・女性の活躍推進に関するアンケート調査

身近に活躍している女性（ロールモデル）がいること

仕事が適正に評価されること

仕事の内容にやりがいがあること

その他

付表Ⅳ-７-１　「女性が活躍できる仕事・職場環境」として必要なこと

総数

企業トップが女性の活躍推進に積極的であること

職場の上司・同僚が、女性が働くことについて理解があるこ
と

育児・介護の両立についての職場の支援制度が整っているこ
と

企業内で長時間労働の必要性がないこと、勤務時間が柔軟で
あること
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８．「女性の活躍が進むための家族や社会等からの支援」として必要なこと

 

総数 女性 男性

回答数 219 74 145

構成比（％） 100.0 100.0 100.0

回答数 128 44 84

構成比（％） 58.4 59.5 57.9

回答数 116 45 71

構成比（％） 53.0 60.8 49.0

回答数 169 58 111

構成比（％） 77.2 78.4 76.6

回答数 124 47 77

構成比（％） 56.6 63.5 53.1

回答数 128 47 81

構成比（％） 58.4 63.5 55.9

回答数 98 38 60

構成比（％） 44.7 51.4 41.4

回答数 44 22 22

構成比（％） 20.1 29.7 15.2

回答数 25 10 15

構成比（％） 11.4 13.5 10.3

資料： 内閣府大臣官房政府広報室　平成24年度国政モニター　若者・女性の活躍推進に関するアンケート調査

利用しやすい（育児・介護以外の）家事サービスがあること

スキルアップに向けた研修や就職相談等の再就職しやすい環
境が整っていること

起業を希望する際に資金調達やノウハウの取得が容易なこと

その他

付表Ⅳ-８-１　「女性の活躍が進むための家族や社会等からの支援」として必要なこと

総数

男性の積極的な家事・育児・介護参加

夫以外の家族・地域による家事・育児・介護支援

保育の施設・サービスの充実

高齢者や病人の施設や介護サービスの充実
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